【交付要項別記第１号様式－別紙１（交付要領第６条関係）】
事業計画書
	施設所在地
	〒

	施設名称
	

	申請者住所
	〒

	法人名及び代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　

	旅館業許可証番号
	

	担当者
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


１　常時使用する従業員数（交付申請日時点）
	　　　　　　　　　　　　　　　人


　
※公募要領の「常時使用する従業員の範囲」を参照の上、記入ください。
なお、20人以下の場合は「小規模事業者」となり、本事業の対象外となります。

２　補助事業の具体的内容（整備する予定の設備・機器や取組み内容を記入）
	


３　生産性向上に資する内容、期待される効果

	


４　事業経費
（１）支出計画
	支出項目（品名等）
	対象経費（税抜き）※
	導入（予定）年月日

	
	　　　　　　　　　　円
	令和　　年　　月　　日

	
	　　　　　　　　　　円
	令和　　年　　月　　日

	
	　　　　　　　　　　円
	令和　　年　　月　　日

	
	　　　　　　　　　　円
	令和　　年　　月　　日

	
	　　　　　　　　　　円
	令和　　年　　月　　日

	合   　　計
	　　　　　　　　　　円
	＝（a）補助対象経費


※消費税及び地方消費税は、補助対象経費に含まれません。
（２）収入計画
	　　　　　　収入項目
	収入額
	備　　考

	①　補助金
	円
	

	②　自己資金
	円
	

	③　借入金
	円
	

	④　その他（　　　　　　　　　）
	円
	

	合   　 計
	円
	＝（a）補助対象経費


５　補助対象経費及び補助金交付申請額　
	（１）補助対象経費　
	円（ａ）

	（２）（１）の３／４
	円（ｂ）(a)×3÷4（千円未満切り捨て）

	（３）補助上限額
	　　３，０００，０００円（C）

	（４）交付申請額
	円（ｂ）と（ｃ）の金額が低い方

	（５）事業完了予定日
	　  令和　   　年　  　月　　  日


添付書類：①収支予算書、②同意・誓約書、③旅館業許可証の写し、④見積書、⑤見積書
の内容が分かるもの（仕様書、カタログ等）、⑥その他参考資料
【交付要項別記第１号様式－別紙２（交付要領第６条関係）】
同意・誓約書

当社は、宿泊事業者受入環境整備支援補助金（以下「本補助金」という。）の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後において、下記事項のすべてに対して同意・誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
· 当社は、宿泊事業者受入環境整備支援補助金交付要領（以下「交付要領」という。）第２条第１項に規定する補助事業者に該当し、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む事業者には該当しません。
· 当社は、補助金交付申請時点で事業を継続中であることに相違ありません。
· 当社の代表者、役員又は使用人その他の従業員等は、熊本県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等又は同条第４号に規定する暴力団密接関係者に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しません。また、暴力団、暴力団員、暴力団員等及び暴力団密接関係者が、当社の経営に参画していません。
· 申請した補助対象経費については、事業計画書に記載の事業のために使用します。
また、補助事業終了後においては、交付要領第１１条「財産の処分の制限」の規定に従い、対象物を管理します。
· 知事から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
· 申請書類等に虚偽や不正等が判明した場合は、本補助金の返還及び交付を受けた事業者名などの情報を公表されることに同意します。
· 申請に記載された情報について、国及び地方公共団体から依頼があった場合並びに県
の他の業務で利用する必要が生じた場合、提供することに同意します。
· 交付要領の規定を順守し、実績報告をはじめ、補助金額の確定のために必要な書類等について、遅滞なく提出します。
　熊本県知事　木村　敬　様
　　令和　　年　　月　　日
	施設所在地
	

	施設名称
	

	申請者住所
	

	法人名及び
代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


【別記第１号様式（交付要領第８条関係）】
	番　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
熊本県知事　木村　敬　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          申請者
代表者氏名
宿泊事業者受入環境整備支援補助金に係る補助事業中止（廃止）承認
申請書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった上記の補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、宿泊事業者受入環境整備支援補助金交付要領第８条の規定に基づき、承認を申請します。
記
１　中止（廃止）する事業名
２　中止（廃止）の理由
３　中止の期間（廃止の時期）



【交付要項別記第８号様式－別紙１（交付要領第１０条関係）】
事業実績書
	施設所在地
	〒

	施設名称
	

	申請者住所
	〒

	法人名及び代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　

	旅館業許可証番号
	


１　補助事業の具体的内容（整備した設備・機器や取組み内容を記入）

	


２　補助事業を実施したことによる効果（生産性向上に寄与した点）
	


３　補助事業の収支実績
（１）支出実績
	支出項目
	支出額（税抜き）
	備　　　考

	
	　　　　　　　　円
	

	
	　　　　　　　　円
	

	
	　　　　　　　　円
	

	
	　　　　　　　　円
	

	
	　　　　　　　　円
	

	合   　計
	　　　　　　　　円
	


（２）収入実績
	収入項目
	収入額
	備　　　考

	①　補助金
	　　　　　　　　　　円
	

	②　自己資金
	　　　　　　　　　　円
	

	③　借入金
	　　　　　　　　　　円
	

	④　その他（　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　円
	

	合   　計
	　　　　　　　　　円
	


添付書類：①収支精算書、②事業の実施内容が分かる写真やチラシ等（A4サイズの紙に貼付又は印刷）、③補助事業に要した費用を支払ったことが分かる書類（領収書、振込依頼書の写し等）、④（取得価格又は効用の増加価格が税抜き単価50万円以上の機械、器具及びその他の財産がある場合は）取得財産管理台帳

【交付要項別記第８号様式－別紙２（交付要領第１０条関係）】
宿泊事業者受入環境整備支援補助金
取得財産管理台帳
	取得者の氏名・名称
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が税抜き単価50万円以上の機械、器具及びその他の財産とする。
２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
※☑このようにチェックを入れてください









